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2コスト等検証小委員会での検証スケジュール

◼ 2023年度は、東京中部間連系設備の電源開発NWの佐久間東幹線（山線）他増強工事の継
続的な工事費の変動状況モニタリングを行うとともに、引き続き東京電力PG、中部電力PGの工事
費増額についての確認を進める。

◼ また、東北東京間連系線の東北電力NWの工事費増額についての確認を進める。

項目
2022年度 2023年度

第4四半期 第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期

東
京
中
部
間

連
系
設
備

新佐久間FC 電源開発NW 検証済み

新富士変電所 東京電力PG
検証済み
(増額内容の確認)

静岡変電所 中部電力PG
検証済み
(増額内容の確認)

東清水線 東京電力PG
検証済み
(増額内容の確認)

佐久間東幹線他 電源開発NW
検証済み
（継続的に確認）

東
北
東
京
間

連
系
線

送電線新設工事 東北電力NW
検証済み
(増額内容の確認)

変電設備新設工事 東北電力NW
検証済み
(増額内容の確認)

鉄塔建替工事他 東京電力PG 検証済み

★★★★

今回

★

★

★

★

★

★

★

★

★

適宜確認

適宜確認

適宜確認

適宜確認

適宜確認

適宜確認

★

★

★

★

★

★



3本日の議論ポイント

＜東京中部間連系設備 対象：東京電力PG・中部電力PG＞

◼ 前回は、事業実施主体からの説明や、その後の事務局における工事費内訳の確認結果を踏まえて、
検証のポイントについてご確認いただいた。

◼ 本日は、前回の検証のポイントについて事務局にて確認したので、その結果についてご確認頂きたい。

＜東京中部間連系設備 対象：電源開発NW＞

◼ 佐久間東幹線（山線）他増強工事における工事費の状況について、電源開発NWから適宜報告
を受けており、事務局にてその内容を確認したので、状況を報告する。

＜東北東京間連系線 対象：東北電力NW＞

◼ 2023年9月13日付で東北電力NWから「東北東京間連系線に係る広域系統整備計画の工事費
増額について（ご報告）」として、当機関に工事費増額について報告があり、前回の委員会で東北電
力NWからの工事費増額の報告内容と今後の体制についてご報告させていただいた。

◼ 当機関からの報告の求めに対する回答を2023年10月31日付で東北電力NWから受領した。しかし
ながら、9月13日申入時の工事費増額（1,813億円）から更に増額（1,827億円）となる報
告内容であった。

◼ 東北電力NWから報告を受けた9月13日付の工事費増額の説明ならびに、報告の求めに対する10
月31日付の更なる工事費増額に対する変動理由について、本日、事業実施主体である東北電力
NWから直接、ご説明頂き、その内容に対して委員の皆さまからご意見等をいただきたい。

◼ 本日頂いたご意見等を踏まえて、次回の本委員会にて検証ポイント、進め方についてご審議頂く予定。



4（参考）広域系統整備計画

北海道本州間連系設備
運用容量：90万W→120万kW（＋30万kW）
◆新北本容量：30万kW⇒60万kW
工事完了時期：2027年度末 東北東京間連系線

運用容量：573万W→1,028万kW（＋455万kW）
工事完了時期：2027年11月

東京中部間連系設備
運用容量：210万W→300万kW（＋90万kW）
◆新佐久間容量：30万kW⇒60万kW
工事完了時期：2027年度末

◆東清水FC：30万W⇒90万kW
工事完了時期：2027年度末

第13回コスト等検証小委
（2021年2月）資料2一部修正



5広域系統整備計画に基づく系統整備の費用が変動する場合の対応について

◼ 本委員会では整備を進める中での工事費上昇や工期遅延につながる各変動リスクを把握し、更なる
コスト低減等を目指すことを目的としている。

◼ 本委員会の検証は、広域系統整備計画策定後、進捗把握をしていく中で、ルート調査、用地交渉、
実施設計が大方完了し、工事の実施計画を策定する段階での調達プロセスや工事費、工期について
確認を行ってきている。

◼ こうした中で、第66回電力・ガス基本政策小委員会（2023年10月31日）において広域系統整備
計画に基づく系統整備の費用が変動する場合の対応について議論されているため共有する。
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